

























































































































































元制 one-tier board system と二元制 two-tier board 























board of directors からもそう訳すのが自然であ
る。だが、いまやその構成員の大半は社外取締
役 outside directors つまり非常勤で、常勤役員は
少数派として社長 CEO（Chief Executive Officer）、










































































































その点は措く。おもに近時を計測した Kato and 










［1994］，　Ichniowski， et al．［1997］， Black and 
Lynch ［2001］［2004］ で あ る。Osterman は
1992 年 649 事 業 所 に 電 話 で 話 を 聞 い た。
Ichniowski， et al．［1997］は、鉄鋼産業の全米
で 60 本ある仕上げラインのうち、45 本、21 社
を尋ね、なかで月別にデータが得られた 36 ラ
インをとりあげた。めざましい方法というべき













































































































































代表は監査役会の 3 分の 1 となる。
　労働組合代表は、一般大企業方式では従業員
代表の一部に入る。人数は規模できまっており、




















































































































































































































Wymeersch ［1998］ はふれてないが、1973 年か
らすでに時限つきの法律ができていた。77 年









（小池［1978］pp. 92 － 3）。
　ルクセンブルグは1,000人以上規模の企業で、





















役員の 3 分の 1 をこえない人数で、従業員代表
が参加できる。こちらのほうは他の役員と同じ
権限をもっている。ただし普及は雇用者数で








































































































役員会の 3 分の 1 を従業員代表とする案である。
適用される企業はいわゆる「欧州会社」であっ
た。EU で 1,000 以上規模、かつ EU 内の 2 か国
以上でそれぞれ 150 名以上雇用する企業である。
　「指令 directive」とは EU の法律の 1 種である。
一段と規制のつよいのが regulation で EU 法と
して加盟国に直接適用されるのにたいし、指令










論 の す え、1994 年 欧 州 企 業 従 業 員 組 織




















知り得たところでは、現行では 2002 年と 2001
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